沼津市児童相談支援システム導入仕様書
１　目的
　　虐待や子育てなどの児童相談は年々増加しており、現在の紙媒体によるケース管理では、その進行管理や検索、統計資料の作成などにおいて限界を迎えることが想定される。
　　またその相談内容については、多様化、複雑化していることから、システムに児童や保護者の情報、支援状況を登録することで、支援の適切な進捗管理やそれに基づく迅速な対応につなげるとともに、その対応においても、システムにより示される標準的な手順や情報整理を参考とすることで、これまで職員個々の能力頼りとなっていたものを、より的確に対応できるものとし、一層の能力向上及び標準化が図られることが期待される。
　　一方、令和３年度から、厚生労働省において「要保護児童等に関する情報共有システム」が運用開始され、そのシステムとの情報共有が求められており、今回導入するシステムにより自動的に行うことで、国及び市相互の情報共有及びその管理における、間違いや漏れを防ぐとともに、その作業効率の向上を図るものである。
２　本件導入に係る事項
　⑴　物件名　　　　：沼津市児童相談支援システム（以下「本システム」という。）
　⑵　本件見積範囲　：本システムの利用料（60か月）及び保守料（60か月）
　⑶　本システム本稼働日：令和４年３月１日
　⑷　本システム利用場所：沼津市役所こども家庭課内
　⑸　支払方法　　　：本市が別途クライアント機器のリース契約を締結するリース会社との契約による
　⑹　リース契約　　：本市において、本システムを導入したクライアント機器のリース契約を、地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約により別途締結する
　⑺　リース契約期間：令和４年３月１日から令和９年２月28日まで 
３　本件導入範囲
　⑴　本システムを導入すること
　　①　本システムのサーバを本市に設置せずに利用可能なシステムであること（クラウド方式）
　　②　機微な情報を取り扱う本業務の特性を考慮し、高いセキュリティレベルを保ち、運用負荷の軽減を図ることのできるLGWAN-ASPを利用するシステムであること
　　③　本システム稼働後において、他システムとのデータ連携を可能とするインターフェースを有するシステムであること（他システム：住民税、生活保護、障害福祉、児童扶養手当、乳幼児健診、予防接種）
　⑵　本システムが動作する上で必要なソフトウェアを用意すること
　⑶　本市で別途調達するクライアント機器10台に本システムをインストールすること
　⑷　住基データ連携を行うこと（住基データの抽出に係る費用は本件見積範囲に含める）
　⑸　本システムで管理する要保護児童、要支援児童、特定妊婦のケース情報を抽出し、要保護児童厚生労働省が運用する「要保護児童等に関する情報共有システム」（LGWAN-ASP）にて定義されるインターフェースに従いデータ出力できること
　⑹　本システムが、本市の番号系ネットワークで動作するよう、ネットワーク環境を整えること
　⑺　本システムの全てのクライアント機器の動作確認を行うこと
４　システム仕様
　　別紙「個別要求機能一覧表」のとおり
５　本システムの基本要件
　⑴　職員が利用しやすい画面設計及びWEBシステムであること。利用するブラウザはMicrosoft Internet Explorer Ver11とし（SBC方式「サーバベースコンピューティング方式」は不可）、同ブラウザのサポート終了後は、他ブラウザ（Microsoft EdgeやGoogle Chromeなど）にて動作するシステムであること。
　⑵　ユーザーをID及びパスワードにより管理し、本システムを使用できるユーザーを制限するとともに、本システムで行う処理ごとに使用権限を設定することができること。IDに応じて使用できる処理を設定することで、運用の制御を行えること。
　⑶　データの登録及び更新は、平日のみならず、日曜日及び土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に定める休日、年末年始（12月29日から翌年１月３日まで）においても、８時00分から23時00分の間で可能であること。ただし、平日以外については、システムメンテナンス等を考慮し、100％の稼働を要求するものではない。
　⑷　平日の９時00分から17時30分までの間、運用に関する問い合わせに速やかに対応すること。
　⑸　法改正等により、管理内容の変更や新たな登録内容追加が必要なときに、柔軟に対応できるシステムであること。
　⑹　アプリケーション及びデータベースにOSS（オープンソースソフトウェア）を採用し、開発及び保守コストの低減を図ること。
　⑺　本システムの稼働を実現する上で必要なものは、本仕様書に記載がない場合においても全て含めること。
　⑻　人口15万人程度の地方自治体における複数の安定した稼働実績を有するシステムであること。
６　システムの動作環境
　⑴　サーバ環境
　　　本件導入を行うもの（以下「導入者」という。）は、クラウド上に本システムが問題なく稼働するスペックを備えたサーバ環境を用意すること。また、自動バックアップ及びサーバ資源監視、ネットワーク状況監視、時刻同期を行うこと。
　⑵　クライアント環境
　　　本システムで利用するクライアントは、本件導入とは別に本市が用意するものを使用することとし、その性能は次表のとおりとする。
	項目
	詳細

	OS
	Windows10 Pro 64bit


	CPU
	Intel Core i5

	メモリ
	４GB

	内蔵ストレージ
	SSD　256GB

	画面
	15.6インチ　解像度1280×1024

	ブラウザ
	Internet Explorer 11

	アプリケーション
	Microsoft Office Personal 2016又は2019、Adobe Acrobat Reader DC

	台数
	10台


７　データ連携要件等
　　本市で稼働する次表に示す業務システムから、本システムへの取り込みについて、画面上への表示を行うこと。なお、連携元データの抽出については、対象となるシステムの構築・運用/開発ベンダから見積徴収し、本件見積範囲に含めること。
	No.
	連携情報
	連携元システム
	文字
コード
	連携手法
	連携
間隔
	構築・運用/開発ベンダ
	製品名

	１
	住基異動情報
ＤＶ情報
	住民基本台帳
システム
	UTF8
	ファイル
連携
	日次
	富士通Japan
株式会社
	MICJET
MISALIO


　　構築・運用/開発ベンダ　富士通Japan株式会社　担当：坂本氏、電話：054-203-0003
　　
８　ネットワーク通信要件
　⑴　通信経路限定、ファイアウォールによる通信プロトコル限定等を行うことで通信を制限する特定通信であること。
　⑵　特定通信を行う外部接続先についても、インターネット等と接続されていないこと。
　⑶　ネットワーク通信の設定等は、ネットワーク保守業者から見積徴収し、本件見積範囲に含めること。
　ネットワーク保守業者　富士通Japan株式会社　担当：上原氏、電話：055-951-4711
９　文字コード要件
　　本市の住民基本台帳システム（富士通Japan株式会社製MICJET MISALIO）において使用している、FUJ明朝体との同等性を保つこと。ただし、完全一致は要求せず、外字については住民基本台帳システムで作成したものを使用すること。
10　データ移行要件
　⑴　本市では、現在WordやExcelにより台帳や相談情報の管理を行っており、ケースの個人や家族情報などのデータの移行は、これらのファイルからシステムへの移行を行う。相談や会議、支援等の過去の情報については、児童ごと添付ファイルとして紐づけできるようにすること。
　⑵　本システムは住民基本台帳システムとの連携を前提としていることから、宛名コードをキーとするシステム登録が可能であること。なお、各ファイルに対する宛名コードの登録は本市において行うものとする。
　⑶　その他、現在対応中の相談や、過去の重要なケース等、特に登録を要するものについても、本市において行うものとする。
　⑷　本業務で管理する主要なデータをCSVにて出力する機能を有すること。また、テーブルレイアウトやコード表等についても開示し、次期システムへの移行データ抽出を本市において行うことができること。
　⑸　本市が保持するデータ件数は次のとおりとする。
　　　ケース登録数：3,000件

11　システム保守要件
　⑴　本システムの利用に際し、本市職員からのシステム操作等に関する問い合わせに対応すること。なお、問い合わせの受付時間は次のとおりとし、保守対応者として、本システムに精通する技術者を配置すること。
　　　電話　　　　：　平日の９時00分～17時30分まで
　　　電子メール　：　24時間365日
　⑵　障害発生時や緊急を要する場合の原因究明（ログ解析を含む）、緊急一時対応作業、復旧作業、改善防止作業を行うこと。
　⑶　本システムに障害が発生したときに、迅速に対応して早期の復旧に努めること。なお、復旧とは業務に使用できる状態にすることを指し、対応については、本市の連絡を受けてから１時間以内に原因究明に向けた作業着手をできる体制を整えること。
　⑷　以下に掲げる項目について、運用の変更に柔軟に対応すること。
　　①　厚生労働省統計資料作成
　　　　相談種別や相談経路の追加等、軽微な変更については、本システムを改修することなく対応できること。
　　②　マニュアル等のメンテナンス
　　　　システムのバージョンアップ等に伴い、既存マニュアル等の改版及び修正が必要な場合は、整備を行うこと。
　　③　拡張性
　　　　本システムの稼働後、本市の機構改革や業務変更等により、本システムを利用する部署の変更が想定されることから、新たなグループの新設やグループ名の変更等、仕様変更の伴わない運用上必要な設定変更作業を本市で行うことができるよう、技術的支援及び問い合わせに対応すること。
　　　　ただし、新たに本システムを利用する部署が加わり、当該部署に固有の管理項目を設定する場合における、別途契約締結の要否については、協議の上決定するものとする。
　　④　連携情報のデータ項目追加
　　　　設定により、他の業務システムと連携する情報の追加が可能であること。ただし、自動連携をさせるため、データレイアウトの確認、設定、テスト等を要する場合においては、別途契約締結の要否について、協議の上決定するものとする。
12　研修要件
　　本システムの導入後、利用者向けの操作研修及び管理者向けの運用研修を実施すること。研修については、そのスケジュールや実施体制などについて、本市との協議により決定するものとし、本市において、場所や機器（研修用パソコン、プロジェクタ、スクリーン等）等環境を用意し、必要な資料等については導入者により用意すること。
　　なお、研修については、最低限次に示す回数実施するものとし、追加で実施する必要が生じたときは、協議の上決定するものとする。
	研修内容
	対象者数
	時間
	回数

	利用者向け操作研修
	20人程度
	半日程度
	２回

	管理者向け運用研修
	５人程度
	半日程度
	１回


13　納品物
　　納品物については次のとおりとし、電子データにより納品すること。書類及び記録物については、日本語で記載の上、Microsoft Office Standard 2019又はAdobe Reader DCで読み取り可能な形式としてCD-R又はDVD-Rで納品すること。
　納品物　：　マスタスケジュール、打ち合わせ議事録、要件確認書、パラメタ設定シート、システムテスト結果報告書、運用テスト結果報告書、操作マニュアル。
14　セキュリティ要件
　⑴　導入者はプライバシーマーク及びISMSの認証を受けていること。
　⑵　「沼津市個人情報保護条例」を遵守して本件導入を行うこと。
　⑶　アクセス権限の厳重管理や情報へのアクセスログ取得等により、データの漏洩や改ざんを防止するような対策を講じること。
　⑷　本業務の履行に関し知り得た情報を、本件導入の期間中及び期間終了後に関わらず、第三者に漏らさないこと。
　⑸　以上の項目については、本件導入において必要により再委託を行う際、再委託先においても同様とする。
　⑹　本業務の実施に当たり、本市既存の他のシステムに影響を与える、又はトラブルを発生させる等の行為は行わないこと。
　⑺　業務上不明な事項が生じた際は、本市の指示を受けること。
　⑻　本市のセキュリティポリシーを遵守すること。
　⑼　情報セキュリティが侵害され又はその恐れがある場合には、直ちに本市に報告すること。
　　なお、代表的な事象は以下のとおりである。
　　・本市が提供又はアクセスを許可した情報の外部への漏えい及び目的外利用。
　　・本業務とは無関係の本市へのアクセス。
15　データセンター要件
　⑴　本システム環境を構築するデータセンターは、導入者の自社又は関連会社の所有とし、日本国内に存在すること。
　⑵　施設建物は、新耐震基準（建築基準法）に基づき、各種災害対策及びセキュリティ対策を施した建物であること。
　⑶　入退室監視として、24時間365日、警備員常駐による有人監視、及びカメラによる監視を行っていること。
　⑷　入退室は非接触IDカードにて個人認証管理していること。
　⑸　プライバシーマーク及びISMSの認証を受けており、これに基づく運用がなされていること。
　⑹　非常用電源設備や自家発電装置を有していること。
　⑺　回線種別は、総合行政ネットワーク（LGWAN）とし、データセンターから最寄りの接続ポイントまでを100Mbps帯域保証すること。ただし、回線における可用性管理や、監視及び障害復旧等のサービスは電気通信事業者の保証責任範囲とする。
16　第三者への請負
　　本業務の全部を一括して又は主たる部分を請負等により第三者に実施させてはならない。ただし、書面により請負等を受ける業者の名称・住所・請負等の業務の範囲・請負等の必要性・請負等の金額等を事前に沼津市に申請し、その承諾を受けた場合においてはこの限りではない。なお、ヘルプデスクが行う独自設定等の作業については、第三者への請負には該当しないものとする。
17　その他
　　リース契約時において、「本契約日の属する年度の翌年度以降において、本契約に係る歳出予算の減額又は削除があった場合には、沼津市はこの契約を解除することができる。なお、これによる契約解除について違約金及び損害賠償は生じないものとする。」とする特約事項を設けることに留意すること。
　　本仕様書に記載のない事項又は内容について疑義が生じたときは、本市と協議の上、その指示に従うこと。
